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習近平への権力集中という謎 

 
10 月に行われた第 20 回党大会において総書記習近平の続投が確定し、習近平政権第三期

目が始まった。大会の前から「ほぼ確実」とされたものが現実になっただけであるが、その
意味は決して軽くない。今回の党大会の結果は、改革開放以降、中国のエリート政治を安定
させてきた一つの制度が崩壊したことを公にした。その制度とは、リーダー間の権力分有、
および権力継承のあり方を決めていた集団指導体制である。 

集団指導体制という観点に立ってみれば、習近平政権誕生後の 10 年間、中国政治に起き
た最たる変化は習近平個人への権力集中である。改革開放以来、集団指導体制を規範として
掲げ、しかも一定の制度化に成功してきた中国共産党において、なぜ習近平個人への権力の
集中がこれほど迅速かつ広範囲に進んだのか。そしていわゆる「習近平一強体制」の確立と
継続は、いかなる政治的、政策的含意を持っているだろうか。 

本稿は、習近平と人民解放軍の関係に焦点を当て「習近平一強体制」の形成とその含意に
ついて考えてみる。焦点となるのは中国における党軍関係の制度、とりわけ軍統制の仕組み
と実態である。本稿の主張は次の 3 点である。第一に、中国の党軍関係の制度は、リーダー
個人の軍統制に対する排他的な権限を保障している。第二に、軍における習近平の迅速な権
力掌握は 10 年前の胡錦濤の「全面引退」の結果であり、習近平は軍事改革の断行を通じて
影響力の最大化を図ってきた。最後に、軍における習近平個人の権力強化は、軍統制の制度
基盤をかえって弱体化させる可能性を孕んでいる。 

https://researchmap.jp/jaehwan?lang=ja
https://researchmap.jp/jaehwan?lang=en
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中国の統治体制と軍統制の仕組み 
  

政治体制や政府形態にかかわらず、諸国の政治リーダーが直面する軍統制の核心的課題は、
いかに軍を強く、また同時に弱くさせるかである。前者はあらゆる脅威への軍の対応能力を
高めることを意味し、後者は政治経済の安定を脅かさないよう軍の影響力を制限することを
意味する。背後には、政治リーダーと軍がそれぞれ異なる利益と思想、情報を持っている状
況があり、それが軍統制を難しくする基盤的要因となる 1。 

では中国は、こうした政軍関係の「根本問題」をいかに解決してきたのだろうか。その鍵
は党の権威の維持と軍の自律性の保障にある。中国は共産党が国家をリードする党＝国家体
制（party-state）を採る。軍は党の決定を執行する統治組織の一部であり、党が軍の役割を
決め、権限を委任する。他の国家組織と軍の関係、さらに経済社会と軍の関係を定義するの
も党であり、こうした意味で中国における政軍関係の本質は党軍関係にある。 

しかし、こうした権威関係における党の優越性は、必ずしも軍統制の貫徹を保証するもの
ではない。党の権威に正面から挑戦しなくても、軍が党の利益や考えに反する行動をする可
能性があるからである。こうした観点からして中国の党軍関係に際立つ特徴は、軍の強い自
律性である。建国以降人民解放軍は、軍事戦略の策定と組織管理における幅広い権限を与え
られ、外部からの監視はほとんど存在しない状況にあった。こうした軍の自律性は、改革開
放以降、軍の専門性が強調されるにつれより一層強まってきた。多くの解放軍研究者が「条
件付きの服従（conditional compliance）」として中国の党軍関係を捉えるのは、党の権威の
優位という建前と自律した軍という実態を捉えるものである 2。 

もちろん、軍の自律性を無制限に認めるわけではない。鄧小平以降の共産党のリーダーは、
例えば軍事に対する政府部門の関与と役割を認めることで軍の自律性を制限しようとして
きた。党＝国家体制の中に軍をより深く組み込み、間接的ながら軍の行動を統制しようと試
みたのである 3。 

一方で、日常的な政策決定過程において党の指導を保障するのは軍の中の党組織、特にそ
の頂点にある中央軍事委員会（以下、中央軍委）である。しかし、先に述べた軍の自律性を
考慮すると、党の支配を実質的に保障する制度は、中央軍委の主席を務める党のシビリアン・
リーダー（現在は総書記）、そして彼に軍統制の排他的権限を認める主席責任制である。ま
とめれば、党軍関係を規定してきたこれらの慣行やルールが、中国のリーダーと軍の相互関
係を形作る初期条件となる。そうした条件から生まれる制約と機会のもとで習近平は自らの
権力強化を図っていくことになる。 
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軍事改革と軍統制の個人化 
 
しかし、軍に対する習近平の権力強化のプロセスには、こうした制度的要因に加え、いく

つかの状況的要因が介在していたことも見逃せない。第一に、前任者の胡錦濤が党と軍の職
責から完全に退いたことである。胡の決断がいかなる背景でなされたかはさておき、結果と
して習が党と軍のトップの座を同時に掌握できたことの意味は大きい。第二に、軍の腐敗、
とりわけ軍内の深刻な規律弛緩の状況である。もっとも、軍の腐敗は新しい事象ではない。
だが、人事と絡んだ収賄が組織全体にはびこっている状況は、アメリカとの対立が深まりつ
つあるなかで軍の存在意義を脅かすものとして懸念されていた 4。 

このような状況をフルに活用して習近平は軍事改革の実施に踏み切り、軍における権力を
強化していった。2015 年より実施が始まった軍事改革の公の目的は次の二つである。一つ
は戦争遂行能力、とくに異なる軍・兵種間の連合作戦能力の向上である。もう一つは党の軍
に対する指導の強化、とくに軍内規律違反に対する監視体制の強化である。 

多くの先行研究が指摘しているとおり、習近平の軍事改革は、戦争遂行能力の向上に向け、
少なくとも組織体制の上では歴史上前例を見ないほど抜本的な改革がなされた 5。行政上の
便宜を重視していた大軍区体制、および権力が集中していた中央総部の解体と再編、さらに
陸軍の創設による組織構成の変更は、鄧小平すら成し遂げられなかった大業である。当然の
ことながら、これほどの大改革が習近平個人のイニシアティブのみで実現しえたとは考えに
くい。改革の必要性に対する軍内の共鳴と支持が改革のプロセスを後押ししていたであろう。
関連して注目すべきは、習近平が就任以来一貫して人民解放軍の「戦闘部隊」としての役割
を強調していたことである。もとより国内外の様々な脅威への対応を求められてきた人民解
放軍からすれば、改革の目標に関する習近平のメッセージは極めて単純明快なものであった
6。 

他方、軍事改革のもう一つの目的である党の支配の強化はどうだろうか。既存の大方の説
明は、改革の結果、当初の狙いどおり軍に対する党の統制と監視が強まったと論じる 7。し
かし、この方面での改革のプロセスは、軍における習近平個人の排他的権力を「再確認」す
ることに重点が置かれ、軍の行動と思想に対する実質的な監視システム構築の動きはほとん
ど見当たらない。もう少し具体的に見てみよう。 

例えば、多くの観察者が注目してきた中央軍委主席責任制は、すでに存在している制度の
意義を改めて強調しているに過ぎず、軍統制の強化に向けた新たな制度構築の試みではない。
また、大掛かりな組織改革の結果、中央軍委は延べ 15 個の部局体制に拡大したが、情報の
集合と政策調整がどこでどのように行われているか依然として不明である。さらに、軍内で
行われてきた反腐敗キャンペーンは、財務管理や人事慣行上の不正を正すうえで一定の成果
を出したものの、制度改革の側面に限って言えば、既存の軍政（政治工作）系統から規律検
査部門を分離したこと以外の変化を生み出していない。 
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代わりに進んできたのは、軍統制の「個人化」とも呼びうる現象である。軍内外における
主席責任制の大々的な宣伝キャンペーンはそれがあたかも習近平による制度革新の産物で
あるかのような印象を与えている（本来の意図はおそらくそこにある）。人事面で目立つの
は、軍事改革の司令塔となっている軍事改革指導グループ（軍事改革領導小組）主任の鐘紹
軍の存在である。鐘は浙江省時代から習近平に付き添ってきたシビリアンの秘書で、2013 年
より中央軍委主席弁公庁主任、2017 年よりは中央軍委弁公庁主任の職についている（2013
年に人民解放軍大尉、2016 年に少将、2019 年に中将に昇進）。関連して、習近平を除く中央
軍委の構成員が全員軍幹部であることに変更はないが、その数が胡錦濤時代の 11 人より 6
人に減らされていることは注目に値する。組織は拡大しているものの、軍指導部は縮小して
いるのである。最後に、改革の結果独立した組織系統となった規律検査部門は習近平に直接
報告の責任を負う組織体制となっている。 

以上を要約すれば、軍の戦闘能力の増大と党による軍統制の強化を掲げて始められた軍事
改革は、これまでの政策執行の状況を見れば、これらの目標の半分しか達成できていないと
いうことができる。ただし、軍事改革のこうした帰結は、上述した党軍関係の制度的仕組み
と、政治体制全般における習近平への権力集中の傾向を合わせて考えれば、むしろ自然な展
開であるように思われる。中国の党軍関係は、権力強化への意志と条件を備えたリーダーを
して、軍における（他のリーダーはアクセスすらできない）排他的な権力基盤を作り上げる
可能性と誘因を内蔵していたのである。 
 
第三期習近平政権と党軍関係 

 
こうして軍内における習近平の権威と権力は既に確固たるものとなっており、予見で

きる将来において軍事改革のさらなる推進が何らかの組織的抵抗に遭う可能性は極め
て低い。では、より長期的に「習近平一強体制」の持続は中国の党軍関係にどのような
影響を及ぼすだろうか。 

従来の議論は、個人支配の強化が軍事的効率性を低下させ、政軍関係に不安定をもた
らす可能性に注目する。想定されるメカニズムの一つは、人事決定にかかる権力バイア
ス、すなわち軍事的専門性や能力よりリーダー個人への忠誠を優先する人事の「政治化」
である。加えて、政権維持に不安を感じるリーダーが軍内に独立した情報機関を設置し、
軍指導部を監視させるようなケースも考えられる。いずれの場合も、リーダーの権力へ
の執着が軍内の反発や分裂につながる要因となる 8。 

では、こうした予想は「習近平一強体制」下の人民解放軍にも当てはまるだろうか。
手がかりになるのは先述した党の権威と軍の自律性である。軍に対する党の優越は時間
の経過とともに規範化しており、党軍関係の現実は軍の離反に対するリーダーの不安を
駆り立てるほど対立的な様相を示していない。もっとも、最近の観察は、習近平政権期
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の軍内人事にこれまでとは幾分異なる様相が現れてきたことを指摘する。軍指導部の入
れ替わりが比較的頻繁かつ大規模に行われていること、既存の慣行に従わない破格の人
事がみられるようになったことである。先般の党大会後の中央軍委副主席人事もその一
つの証左である。72 歳の張又俠の再任と河衛東の抜擢は、既存の人事慣行とは確かに一
線を画するものである 9。 

とはいえ、こうした軍指導部における昇進パターンの変化が軍の専門性や自律性を脅
かすほどの影響を与えているかはもう少し慎重な検討が必要である。実際、軍事改革の
プロセスとその帰結は、軍の自律性の保全を習近平自身が明確に認識していることを示
している。「戦える軍隊」に向けた大胆な組織改革とは裏腹に、軍に対する外部の監督・
監視体制の導入および強化については、いかなる制度改革の試みもなされていないから
である。シビリアンの秘書を中央軍委の要職に就かせたことは、実は鄧小平と江沢民時
代にも前例があり、しかも弁公庁主任は中央軍委委員と同格でない。ロシアのプーチン
は 2007 年、シビリアンの元官僚（元連邦税務庁長官）を国防相に大抜擢し軍事改革を
実行させたが、同様の事柄は、少なくとも中国では起こりそうにないのである 10。  

総じて言えば、習近平は党のリーダーに与えられている制度的権威と権限を最大限活
用しつつ軍に対する権力の強化と確立に成功してきた。おそらくその結果として、長年
にわたり党軍関係を安定させてきた制度と慣行そのものを掘り崩そうとする動きは、こ
れまでのところ見せていない。しかしこれは、今後の個人支配のさらなる強化、とりわ
け習近平による権力の永続化への試みが、党軍関係のあり方をこれまでとは本質的に異
なる方向へと向かわせる可能性を否定するものではない。権力の個人化がもたらす様々
な弊害をめぐる理論的知見はともあれ、毛沢東時代における党軍関係の実質的「崩壊」
の経験も、「習近平一強体制」の今後に巨大な不確実性と不安を投げかけている。■ 
 
※この記事の内容および意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意
見を示すものではありません。 
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